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１、脱炭素とGX基本政策
地球温暖化と2050年CO2実質ゼロの国際約束

JCLP（⽇本気候リーダーズパートナーシップ）HPより

「我が国においても 2030 年度
の温室効果 ガス 46%削減、
2050 年カーボンニュートラル
の実現という国際公約を掲げ、
気候変動 問題に対して国家を挙
げて対応する強い決意を表明し
ている。」（GX基本⽅針）
というが、右図のように、主要
国中では最も低い⽬標にとど
まっている。



1-2、「実質ゼロ」の意味と⽇本の約束
実質ゼロは、CO2など温室効果ガスの排出
がゼロになるわけではない。

出した温室効果ガスを、森林吸収、地下貯
留、固定化・・などなどで相殺して、排出
量ー回収量＝０にするという考え⽅。

初めから排出量をゼロにしようという努⼒
をしない⽅法論と⾔える。
相殺するから⼤丈夫。だから⽯炭使おう︕
というわけだ。
⻩⾊の部分は、基本的に⼤気中に放出され
るので気候危機が緩和されることになると
は思えないが・・・。
（地域的な偏在をならすだけ。）

（⽇経新聞 2020年12⽉24⽇より ）



1-3、実質ゼロのツールたち
CCS・CCUS（地中貯留） 炭素固定

⽔素 アンモニア

森林吸収

e-メタン

⽇経ビジネス 2021年4⽉21⽇号 チャレンジゼロのイノベーション事例より 林野庁のホームページより
森林吸収で減らせるのは数％のみ

⽔素輸送船 技術研究組合 CO2フリー⽔素サプライチェーン
推進機構（HySTRA）ホームページより

電気新聞 2022年12⽉7⽇号
「合成メタンに関する 最近の取組と今後の⽅向性 
2022年4⽉ 資源エネルギー庁 」より

タンカー

タンカー



２、GX推進法とGX脱炭素電源法

遅い︕かつできない。

⼤部分が原発や⽔素・アンモニアに︕ 遅すぎる︕

再エネを増やすには、2024年から炭素税・排出権取引を︕







成⻑思考型︖カーボンプライシング

「成⻑志向型カーボンプライシング構想について」令和5年2⽉6⽇ 環境省

炭素課⾦・排出量取引（排出枠の設定）を「やる」とは決めたが、炭素課⾦は2028年、排出量取引の
実質スタートは2033年。効果あるとしても遅すぎて、地球温暖化は待ってくれない。



脱炭素電源法による原発の運転延⻑

読売新聞 2022/11/16 

20年間延⻑に加え、事故等で
の停⽌期間分の延⻑。



予算３倍増の新型炉開発

2024年度予算が３倍増︕

早くもGX効果が予算要
求に現れている。
200億円超が、800億円
に迫る勢い。



３、羅針盤のない脱炭素政策

「あらゆる選択肢」の虚構。これは「詐欺ーメタン」

怪しすぎる「e-メタン」

CO2を出すが、発電所から出したも
のを使っているので「実質ゼロ」︖
そうではなく、発電所のCO２を全放
出しているのと同じ。何も吸収して
いない︕

とにかくこれを動
かしたい。設備投
資したら回収する。
回収できるなら、
新たな設備投資を
する。 この図は悲しいかな「東京ガス」のホームページより。

都市ガス利⽤するには。どれだけ
たくさんの「e-メタン」が必要︖

これ本当ですか︖

⼤量の再エネ電気
を、こんなことに
使うな︕



横並びではなく再エネ電
気がふんだんにないと作
れないか、化⽯燃料によ
るアンモニア。
バイオマスは、⼤量に投
⼊することはできない。
循環の中で、燃やす部分
で発電する程度。

まだ完成された技術とは
⾔えない。

れっきとした化⽯燃料を
図に残す無神経。

思考が化⽯なので、⼤量
輸送を発⽣させる。
輸送のエネルギーのこと
は伏せている。

⽔素発電まで必要か懐疑
的。なくても電気は賄え
る。

従来と同じ「もの」を維
持するのではなく、素材
を変える、使い⽅を変え
るなど、⼈間の暮らし⽅
の変⾰が起こるはず。



４、再エネが直⾯する現状

GXを実現するための政策イニシアティブ の具体化について 
令和4年12⽉14⽇ クリーンエネルギー戦略検討合同会合事務局 

調達価格等算定委員会の論点案
（ 2022年10⽉ 資源エネルギー庁）



FIT以外の再エネ発電所は無制度・無規制
⼤きな太陽光発電所（50kW以上）は、ほとんど系統接続の壁にぶつかる。
⼩さな発電所は、買取する新電⼒と総配電の⼿続きの壁。
もう再エネ発電所は作れないんじゃ︖

FIT発電所 送配電会社

新電⼒

ユーザー

⾮FIT発電所 送配電会社新電⼒ ユーザー

⾼圧発電所 送配電会社

新電⼒

ユーザー

接続制限

買取らない新電⼒多数

発電の抑制

発電の抑制



５、「エネ基」はどうなるのか
⽇本のエネルギー政策の変化

⻑期エネルギー需給⾒通し

エネルギー政策基本法

GX推進戦略

かつてはこれが全て。⾒通しという名前の政府⽅針だった。

2000年にエネルギー政策基本法が成⽴（⾃⺠党による議員
⽴法だった。）「⾒通し」ではなく、政策として原発推進を
位置付けた。

第1次から第5次エネ基のうち、第5次では「原発依存をでき
る限り減らす」（脱原発依存）という⽅針が打ち出された。
第6次ではさらに、2030年には原発よりも再エネ⽐率が⾼い
という政策⽬標が掲げられた。

脱原発依存から、公然たる原発推進に。新型炉開発や廃棄物
処理に多額の資⾦が回る。

第７次エネ基 脱原発依存がどうなるのか︖2030年の再エネ⽬標が50％を
超えるのかどうか︖CO2削減への露⾻な「実質ゼロ」ツール
は全て間に合わないはず。

第１次〜第5次エネ基



⽇本のエネルギー計画
第６次エネルギー基本計画

2030年に⽯炭19％
原⼦⼒22％
再エネは38％⽌まり
合計が9400億kWh

再エネのうちわけ
太陽光1410億kWh（783億kWh）
⾵⼒564億kWh（200億kWh）
地熱94億kWh（93億kWh）
⽔⼒940億kWh（819億kWh）
バイオマス470億kWh
合計3478億kWh

（⽔⼒は⼤規模ダムしか計算に⼊れていない︖）



第6次エネ基と2021年の⽵村予⾔
第6次エネルギー基本計画と原発

１、原発の新増設は認めなかった。
２、2030年に20〜22％⽬標は維持したが、40年以上の⽼朽原発ばかりで実現性は低い。
３、原発推進のベースだった⻑期エネルギー需給⾒通しを無視した。
４、CO2削減量を2030年44％と⽬標設定した。
５、再エネの⽬標を2030年に36〜38％とした。
６、「多様な選択肢」というキーワードで、再エネへの資源集中を阻⽌。
７、原発が動かなかった場合のため︖に⽯炭を死守。（CCSやCCUSなど、実現が怪しい技術前提）
８、天然ガスどころか、原油も「まだこれから開発」と。

これから、原⼦⼒勢⼒の強烈な抵抗運動が始まるはず。

再稼働をもっと早く︕原発新増設を認めろ︕核融合、新型炉を開発しろ︕
核燃料サイクルを進めろ︕核廃棄物処分場を強引に作れ︕福島の汚染⽔を海に流せ︕
原発コストをもっと託送料⾦にぶちこめ︕

⽵村の予⾔ ほぼ当たった︕



本当に⽬指すべき⽇本の⽬標

16億トン減が、本来の⽬標

12億トン

-4億トン



脱炭素政策は再エネを拡⼤できるのか︖

答え︓できない︕



では今後、再エネは拡⼤できないのか︖

答え︓できる。政府の思惑を突破して。



６、「市⺠」の⼒と進むべき道
2030年に向けた「⽵村の予⾔」

王道は政府の⽅針で、系統
接続問題解決の予算措置が
⾏われ、今の何⼗倍もの再
エネが開発されること。

政
策
の
壁

多様な選択肢を理由とした予算の分散。
系統制約を理由とした「送配電による」接続制限。
接続できた再エネへの、原発・化⽯優先接続の「発電抑制」。
円安、輸⼊資源・資材⾼騰によるコスト増。
各地域での、再エネ反対運動。

再エネ
ポテン
シャル

RE100（企業）による突破。
洋上⾵⼒やメガソーラーなど、環境価値含みで⾼価格でも買いまくり
建設を後押ししていくだろう。

地産地消による突破。
⼩規模だが、地域でエネルギーを使う地産地消が拡⼤。
地域の電気を賄うだけでなく、余剰電気で蓄電、熱、移動などの異な
るセクターにエネルギーを販売し、⽇本の⼤半のエネルギーをカバー
する。

かくして、政府が守ろうとする原発や⽯炭は「無⽤の⻑物」と化し、これらに固執した
企業や、アンモニアや⽔素、e-メタンなどに投資した会社は多額負債を抱え、経済界か
ら消える・・。



再エネポテンシャルは電⼒需要の2倍超
環境省「我が国の再⽣可能エネルギー導⼊ポテンシャル」2022年4⽉Var1.0より



再エネ電気100％社会にするには

26,186億kWh 10,000億kWh(38.2%)

太陽光，1,815

⾵⼒合計，7,687

地熱と中⼩⽔⼒
390

太陽光，1.82

⾵⼒合計，3.84

地熱と中⼩⽔⼒
0.06

5.72億kW

太陽光は1000kWh /年
⾵⼒は2000kWh /年
地熱・中⼩⽔⼒は7000kWh/年
として換算

⽇本のピーク電⼒は1.6億kWh程度なので、もし全部がフル発電すると、その時
間はずいぶん余ってしまう。それを蓄電池や揚⽔発電所で蓄えることができる。

⽇本の電⼒需要を賄うだけならポテンシャルの半分以下で可能

キ
ロ
ワ
$
ト
に
換
算
し
て
み
る
と
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荒廃農地だけで、
1200㎡（0.12ha）あたり
50kWとして約1.17億kW
のポテンシャルに相当。

⽇本の最⼤電⼒は1.6億kW
程度なので、晴れた⽇な
ら、これだけで73％をカ
バーできる。

444万haの農地全部がソー
ラーシェアリングになる
と、18.5億kWで、最⼤電
⼒の10倍以上。
⽣み出す電⼒は2.2兆kWh
で、電⼒需要の2倍以上。



最⼩供給単位（検討中）
蓄電池を⼊れて、49.５kWで30軒に地域供給

低圧49.5kW
⾮FIT太陽光

発電所

年間10万kWh
の電気を作る

年平均の
1⽇発電量は

296kWh

123.5kWh
昼の消費
123.5kWh
夜の消費

72.5kWh
余剰売電

蓄電池容量
充電ロス5％として、
95kWhを夜に使える。
10kWhは常に残すとして、
110kWhの蓄電池。

地域資源のエネルギーを地域で使えば、地域のお⾦は地域内で循
環する。

発電所の売電単価を16円/kWhとする。
発電所設置費は1200万円とすると、発電所は7.5年でコスト回
収。
20年間売上げ3200万円で、発電所設置費を引いても2000万円。
110kWhの蓄電池が2000万円以内なら、補助⾦等不要で仕組みは
回る。

16円/kWhの電気は、託送料⾦と⼩売経費を14円とすれば、30円
/kWhで地域の⼈が使える。あえて35円/kWh買取にすれば、
発電所6つ以上で、雇⽤も作れる。

太陽光発電や蓄電池費⽤に対する補助⾦を取
れれば、雇⽤創出の可能性は⼤きくなる。

123.5kWh

123.5-95=28.5kWh
28.5×365⽇＝10402 
kWhは
1年間に市場購⼊。
地域再エネの⽐率は
90.5％になる。

需要は1年間に
3000kWh×300＝90000kWh
1⽇あたり247kWh
昼夜⽐率を50％とする。
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100kWh
蓄電池充電



全国規模発電組合による電気の供給
地産地消エリアを作ろうと思う⼈(団体・企業)が共同し、各地域の発電組合
をつくる。そのエリアでは、GPPがノウハウを提供し、電気⼩売りも⾏う。
他エリアでも発電組合ができれば、エリア間での電気の融通も可能。エリア
が全国に広がり、全国規模の発電組合を作る。
⼤⼿電⼒に対抗できる、発電組合の全国ネットワークが誕⽣。
（まだ構想段階ですが・・。）

新しいネットワーク
は地域から地域に伸
びていく。
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